
実地検査における主な指摘事例について 

 

指定障害福祉サービス事業者（以下「事業者」という。）は、「東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営の基準に関する条例」及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営

に関する基準について」等に従い、指定障害福祉サービス(以下「サービス」という。) を提供しなければなり

ません。 

事業者は、常に基準等を確認し、法令を遵守した事業運営に努めてください。 

以下、実地検査時に多い指摘事例を例示しますので、ご確認ください。 

 

◎条例（法第４３条「都道府県の条例で定める基準」） 

・東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例 

（平成２４年１２月１３日東京都条例第１５５号） 

 

◎条例施行規則  

・東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則 

（平成２４年１２月２１日規則第１７５号） 

 

◎解釈通知（＝基準を解釈した通知） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、

設備及び運営に関する基準について（平成１８年１２月６日障発第１２０６００１号） 

 

◎基準・解釈通知に関係する告示及び通知、Q&Ａ 

・障害者自立支援法上の居宅介護（家事援助）等の業務に含まれる「育児支援」について        

（平成２１年７月１０日厚生労働省事務連絡） 

・平成２０年４月以降における通院等介助の取扱いについて（平成２０年４月２５日障障発第0425001号） 

・障害者（児）施設における虐待の防止について（平成１７年１０月２０日障発第１０２０００１号） 

・障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き 

（平成３０年６月厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室） 

 

◎略称 

・「事業所」＝指定障害福祉サービス事業者が当該事業を行う事業所 

・「居宅介護等」＝居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護 

・「指定居宅介護等」＝指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行動援護 

・「従業者」＝指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの 

（平成１８年９月２９日厚生労働省令第５３８号） 

・「訪問介護」＝介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）第８条第２項が規定する訪問介護 

 

 

 

 



１ 一般原則及び基本方針  

 

＜一般原則＞ 

・ 利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画(以下「個別支援計画」という。)を作成し、

当該計画に基づき利用者に対してサービスを提供すること。 

・ 利用者又は当該利用者である障害児の保護者の意思及び人格を尊重し、常に当事者の立場に立ってサービ

スを提供するよう努めること。 

・ 利用者の人権の擁護、虐待防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修の実施

その他の必要な措置を講じるよう努めること。 

 

＜基本方針＞ 

・ サービスは、漫然かつ画一的に提供されることがないよう、個々の利用者の身体その他の状況及びその置

かれている環境に応じて適切に提供されなければならないこと。  

また、提供されたサービスについては、目標達成の度合いや利用者の満足度等について常に評価を行うと

ともに、個別支援計画の見直しを行うなど、その改善を図らなければならないものであること。 

 

＜具体的取扱方針＞ 

・ サービスの提供にあたっては、個別支援計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な援助を行うこ

と。 

・ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について、理解しやすいように説明を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行う

こと。 

・ 常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適

切な相談及び助言を行うこと。 

 

指摘事例 改善方法 

・個別支援計画を作成せずに、

サービスを提供している。 

 

・サービスの提供に当たっては、個別支援計画に基づき、利用者が日常

生活を営むのに必要な援助を行わなければなりません。具体的なサービ

ス内容等を記載した個別支援計画を作成してください。 

・従業者の人権意識、知識や技

術の向上を図っていない。 

・平成２４年１０月から「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する

支援等に関する法律」（平成23年6月24日法律第79号。以下「障

害者虐待防止法」という。）が施行されました。事業者は、事業所におけ

る障害者に対する虐待防止等のための措置を講じる必要があります。例

えば、利用者の人権擁護、虐待防止等のため、研修、会議の実施等によ

り従業者への周知徹底を図る等の措置を講ずるように努めてください。 

特に、虐待については、従業者が自覚していない場合もあることから、

普段から①自覚、自省を促すような掲示物の掲示、②個々の利用者に応

じた個別支援計画の作成、③職員同士で相談できる体制の整備等の事業

所内での取組みが求められます。 

 



２ 人員基準  

 

※「常勤換算方法」 

指定障害福祉サービス事業所(以下「事業所」という。)の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数（一週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間を基本と

する。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

この場合の勤務延べ時間数は、当該事業所等の指定等に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数

であること。 

 

※「常勤」 

事業所等における勤務時間が、当該事業所等において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（一

週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達していることをいう。 

 

※「専ら従事する」、「専ら提供に当たる」、「専従」 

原則として、サービス提供時間帯を通じてサービス等以外の職務に従事しないことをいうものである。 

この場合のサービス提供時間帯とは、従業者の事業所等における勤務時間をいうものであり、当該従業者

の常勤・非常勤の別を問わない。 

    

 

 

 

 

指摘事例 改善方法 

・従業者の員数が、常勤換算方法

で２．５人以上となっていない。 

 

・事業所における従業者の員数は、常勤換算方法で常に２．５人以

上を確保していなければなりません。 

必要員数を確保できない場合は、必要員数を確保できるまで、都

に休止届出又は廃止届出を提出してください。 

・サービス提供責任者が、勤務時

間中に他事業に従事している。 

・サービス提供責任者は、事業所ごとに常勤の従業者であって専ら

サービス等の職務に従事するもののうち、事業規模に応じて１人以

上の者を責任者としなければなりません。 

配置基準上、必要な員数に該当するサービス提供責任者は、勤務

時間中においては、サービス等以外の業務に従事できません。 

なお、介護保険法による指定訪問介護の事業を一体的に運営して

いる場合には、指定訪問介護等のサービス提供責任者を兼務するこ

とは差し支えありません。 

また、サービスの提供に支障がない場合は、同一の敷地内にある

移動支援事業の職務にも従事することができます。 

・サービス提供責任者数の配置基

準を満たしていない。 

・サービス提供責任者の要件を満

たしていない。 

 

・サービス提供責任者数の配置基準に係る必要員数を確保できない

場合、又はサービス提供責任者の要件を満たさない場合は、従業者

の員数についての取扱いと同様、都に休止届出又は廃止届出を提出

してください。 



３ 設備に関する基準  

 

指摘事例 改善方法 

・受付、相談スペースとして申請

されている場所が、従業者の荷物

置き場や更衣室、廊下になってい

る。 

・突然の利用申込の受付、相談等にも対応できるようにするため、適

切な受付スペースを常に確保してください。また、相談者のプライバ

シーに配慮した場所を確保してください。 

受付スペースの場所を変更した場合は、都に平面図の変更に係る届

出が必要となります。 

 

 

 

４ 運営に関する基準 

（１）内容、手続の説明及び同意  

 

指摘事例 改善方法 

・指定訪問介護等の文言（訪問介

護、生活援助）や支援費制度の文

言（移動介護、日常生活支援）を

記載している。 

・各制度の文言が混在している重要事項説明書、契約書は利用者側か

ら見ると、どの制度の説明をしているのかわかりにくいものです。 

どの制度の説明かがわかりやすいように、重要事項説明書、契約書

に使う文言は障害者総合支援法制度上の文言にしてください。 

 

（重要事項説明書・契約書） 

・利用者が支払うべき額に関する

事項の説明が不十分である。 

 

 

 

 

 

 

・加算料金について説明していな

い。 

 

 

・苦情窓口として、事業所の対応

窓口しか記載していない。 

   

 

・利用者負担額については、「居宅介護サービス費の１割、ただし、

区市町村長が定める上限負担額とする。」と説明するだけではなく、

居宅介護サービス費（各時間に応じた各サービス料金、利用者負担額

等）の目安についても説明してください。利用者負担額がない利用者

についても同様です。 

なお、上記利用者負担額の他、キャンセル料、交通費等利用者から

受領する金額についても、事前に説明し、同意を得てください。 

 

・初回加算や緊急時対応加算を算定する場合、事前にそれぞれの加算

の算定要件及び趣旨について、重要事項説明書等により利用者に説明

し、同意を得ておく必要があります。 

 

・苦情窓口として、事業所対応窓口、利用者の受給者証を発行してい

る区市町村の障害福祉サービス所管部署、東京都社会福祉協議会運営

適正化委員会事務局の３か所を記載してください。 

また、窓口（電話）対応できる時間等を明記するとトラブル防止に

なります。 

 



・重要事項説明書が、運営規程で

定めている内容と異なっている。

（営業日時、実施地域、苦情対応

窓口等） 

・重要事項説明書は、最新の運営規程の内容と合致させる必要があり

ます。なお、事業所の実態に合わせた内容にしてください。 

また、運営規程を変更するときは、重要事項説明書の該当事項も合

わせて変更してください。 

 

・利用者本人の署名等がない。 

・事業所の従業者が署名（又はあ

らかじめ印字）等をしている。 

 

・重要事項説明書及び契約書には、利用者本人の署名等が必要です。 

利用者本人の署名等を得にくい場合には、契約書に署名代理人欄を

設け、利用者の同意を得ている家族や法定代理人（後見人等）から署

名等を受けてください。 

利用者が１８歳未満の児童については、重要事項説明書に関する同

意及び契約書における契約（以下「同意等」という。）の相手方が、

当該利用者の保護者となります。 

２０歳未満の未成年者は、当該利用者本人が同意等の相手方となれ

ますが、法定代理人の同意も必要です。 

成年後見人等を選定されている場合は、当該後見人等の同意等が必

要となります。 

利用者が文字を書けない場合は、代筆者が利用者欄の欄外に代筆し

た旨を書き、代筆者の署名（利用者との続柄、氏名）します。 

説明者は、障害の特性に応じ、拡大文字、点字、音声案内等工夫を

して、利用者に説明してください。 

 

・事業所の管理者名で利用契約を

締結している。 

 

・契約は、利用者と事業者（法人代表）が行います。 

 

・契約書（契約書別紙）に、提供

するサービス内容及びサービス

提供に係る利用者が支払うべき

額を記載していない。 

 

・契約書（契約書別紙）には、利用者に提供するサービス内容（日時、

サービス内容等）及び利用者が支払うべき額も決めて、記載してくだ

さい。 

（利用者が支払うべき額の説明については、重要事項説明書の説明と

揃えてください。） 

 

・契約内容を更新（変更）してい

るが、契約書別紙を更新していな

い。 

 

・提供するサービス内容や利用者が支払うべき額を変更する時は、再

度、新たな内容で契約する必要があります。 

契約書の別紙を作成し、サービス内容又は利用者が支払うべき額を

変更する際は別紙を更新するという方法でも構いません。 

 

 

 

 

 

 

 



（２）契約支給量の報告等、受給資格の確認 

 

指摘事例  改善方法 

・契約が成立した際に、受給者証記載欄

に契約支給量等を記載していない。 

・事業者確認印を押印していない。 

 

・契約に係るサービスの提供が終了した

際に、受給者証に必要な事項を記載して

いない。 

・契約が成立した際は、受給者証に事業者及びその事業所の名

称、サービスの内容、契約支給量、契約日等の必要事項を記載

し、事業者確認印を押印する必要があります。 

 

・契約終了時には、受給者証に終了年月日を、月途中で終了し

た場合には、当該月で既に提供したサービス量を記載し押印し

てください。 

 

・最新の受給者証の内容を確認していな

い。 

・事業者は、サービス提供の開始に際し、利用者の提示する受

給者証によって、支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給

量等を確かめなければなりません。 

確認の際には、最新の支給決定内容の把握に努めてくださ

い。 

また、利用者の受給者証をコピーし、保管してください。 

 

・受給者証記載事項に変更があった場合

に、当該変更について、区市町村に報告

していない。 

・事業者は、利用に係る契約をした際は、受給者証記載事項そ

の他必要な事項を区市町村に報告しなければなりません。 

また、受給者証記載事項に変更があった場合も同様に区市町

村に報告する必要があります。報告方法については、区市町村

にお問合せください。 

 

 

 

（３）身分を証する書類の携行 

 

 

指摘事例 改善方法 

・身分を証する書類を作成していない。 ・身分を証する書類とは、当該事業所の従業者の身分を明らか

にする証書や名札等をいいます。（名刺だけでは、身分を証す

る書類として不十分です。） 

この証書等には、当該事業所の名称、当該従業者の氏名を記

載するほか、当該従業者の写真の貼付や役職（管理者等）、職

能（所持資格名）等の記載も行うよう努めてください。 

 



（４）サービスの提供の記録  

 

（共通事項） 

指摘事例 改善方法 

・サービスの提供の都度記録をしていな

い。 

・サービス提供者以外の者に、サービス

の提供の記録を行わせている。 

（後日一括してサービス提供記録に記

録している、又はサービス提供記録にサ

ービス提供内容があらかじめ印字し、印

鑑だけを押印している等） 

 

・サービスを提供した際は、利用者及び事業者がその時点で

のサービスの利用状況等を把握できるようにするため、サー

ビスを提供した者がサービス提供に係る内容を記録しなけ

ればなりません。 

また、サービス提供者自身がサービス提供記録に記載する

よう、サービス提供責任者等が、従業者に指導してください。 

なお、記録の方法等については、研修等を通して、常勤及

び非常勤を問わず、全員へ周知するようにしてください。 

・サービス提供記録の記載内容が不十分

である。 

・サービスを提供した際には、サービス提供記録に、サービ

スの提供日、提供したサービスの具体的内容、実績時間数、

加算算定の旨、利用者負担額等、利用者へ伝達すべき必要な

事項を記録してください。 

 

・サービス提供記録において、居宅介護

と他サービス（同行援護、行動援護、移

動支援、指定訪問介護等）の記載内容が

混在している。 

 

・利用者に対して、居宅介護と他サービス（同行援護、行動

援護、移動支援、指定訪問介護等）とを連続して提供してい

る場合には、サービス提供記録を提供内容ごとに分けて記載

し、記載内容が混在しないようにしてください。 

・加算（初回加算、緊急時対応加算）を

算定する場合、加算に係る支援内容を記

録していない。 

 

・各加算の対象となるサービス提供を行った場合は、加算に

係る支援内容を記載する必要があります。 

算定する場合の要件が、報酬の留意事項通知及び障害福祉

サービス報酬改定に係るＱ＆Ａに記載されていますので、ご

確認ください。 

 

・月末に一括してサービス提供に係る確

認を利用者から受けている。 

・サービス提供の記録に際しては、サービスの提供に係る適

切な手続きを確保する点から、利用者の確認を受けなければ

なりません。後日一括してサービス提供記録の確認を受ける

のではなく、サービス提供記録に記録した際に、その都度利

用者の確認を受けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（居宅介護） 

 

（重度訪問介護） 

 

（同行援護及び行動援護） 

 

 

（５）利用者負担額等の受領等  

 

 

 

 

 

指摘事例 改善方法 

・身体介護と家事援助を連続してサー

ビス提供した場合、サービス提供記録

上において、提供したサービスの時間

やサービス内容が明確に区別していな

い。 

・異なるサービスを連続で行い、各サービス費を算定する場合

でも、１サービスごとに提供したサービス日時、内容等を記録

し、提供したサービス時間に応じて算定してください。 

なお、居宅介護計画で定めたサービス提供内容及び提供時間

が実際のサービス提供と合致しない場合には、速やかに居宅介

護計画の見直し、変更を行わなければなりません。 

 

・通院等介助の提供の際、提供したサ

ービスの具体的な内容を記録していな

い。 

・サービス提供時間だけでなく、通院先や院内介助の有無（原

則算定不可）及び介助内容、算定不可時間等を詳細に記載して

ください。 

 

指摘事例 改善方法 

・移動介護加算の算定に係るサービス

提供日時、サービス提供内容を記録し

ていない。 

 

・移動介護加算を算定する場合は、算定根拠となる重度訪問介

護計画に位置付けられた内容の外出時における加算算定時間

中の介護内容（外出のための身だしなみ等の準備、移動中及び

移動先における確認等）、算定日時等を記録してください。 

 

指摘事例 改善方法 

・提供したサービスの具体的な内容を

記録していない。 

 

・同行援護及び行動援護についても、サービスを提供した際は、

サービスの提供日時、提供したサービスの具体的内容、実績時

間、利用者負担額、加算の旨等を記録してください。 

 

指摘事例 改善方法 

・利用者から利用者負担額等を受領し

た際、領収証を作成し、利用者に交付

していない。 

・利用料を受領（口座振込、銀行引落の場合も含む。）した場

合は、必ず利用者に領収証を交付し、事業所は領収証の控えを

保管してください。 

 



（６）介護給付費の額に係る通知等 

 

 

（７）個別支援計画の作成  

 

（共通事項） 

指摘事例 改善方法 

・法定代理受領により区市町村から

支給を受けた介護給付費の額等につ

いて、利用者に通知していない。 

 

 

・法定代理受領により区市町村から介護給付費の支給を受けた場

合には、利用者に対して、当該利用者に係る介護給付費等の額に

ついて全員に通知をしてください。 

障害福祉サービスでは、介護保険サービスと異なり、区市町村

が利用者に対して介護給付費の額について通知を行わないため、

事業者が通知しなければなりません。 

・利用者への通知時期が介護給付費

の受領日以前である。 

・介護給付費の受領後に、利用者に係る介護給付費の額を通知し

てください。 

指摘事例 改善方法 

・居宅介護、重度訪問介護、同行援

護及び行動援護における各支援計画

（以下「個別支援計画」という。）

が未作成又は個別支援計画に基づく

支援をしていない。 

・サービス提供責任者は、利用者の意向、適性、障害の特性その

他の事情を踏まえた個別支援計画の原案をサービス提供前に作成

し、利用者が日常生活を営むのに必要な援助を行わなければなり

ません。 

また、事業者は、提供されたサービスの目標の達成度合いや利

用者の満足度等について常に評価を行うとともに、定期的に個別

支援計画の見直しを行うなど改善を図らなければなりません。 

・サービス提供責任者が個別支援計

画に係る業務を担当していない。 

 

・個別支援計画の作成に係る業務は、サービス提供責任者の業務

です。サービス提供責任者は、他の従業者の行うサービスが個別

支援計画に沿って実施されているかについて把握するとともに、

助言、指導等必要な管理を行ってください。 

・個別支援計画において、サービス

の提供によって解決すべき課題や目

標の記載が欠けている。 

 

・個別支援計画の作成に当たっては、サービス提供責任者は利用

者の状況を把握・分析し、サービスの提供によって解決すべき課

題を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、援助の方向性や

目標を明確にし、担当する従業者の氏名及び資格、従業者が提供

するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにしてく

ださい。 

・個別支援計画を利用者に交付して

いない。 

・個別支援計画を作成した際、サービス提供責任者は利用者又は

家族に対し、個別支援計画の目標や内容等について理解しやすい

方法で説明し、個別支援計画を交付してください。 

・必要に応じた変更を行っていない。 

（受給者証の更新、支給決定量の変

更、契約書等で定める個別支援計画

の見直し時期に合わせた変更等） 

・左記の事由が生じた場合、又は、個別支援計画で定めたサービ

ス内容や提供時間が実際のサービス提供と合致しない場合、サー

ビス提供責任者は速やかに個別支援計画を見直し、必要な変更を

行ってください。 

また、変更や見直しに係る記録は残しておいてください。 



（居宅介護計画） 

 

（重度訪問介護計画） 

 

（同行援護計画） 

 

（行動援護計画） 

 

 

指摘事例 改善方法 

・身体介護や家事援助を連続してサービ

ス提供する場合、居宅介護計画に記載さ

れているサービス提供日時、サービスの

具体的内容が明確に区分されていない。 

・訪問介護においては、１回のサービスで身体介護と生活援

助が混在するサービス形態が認められているため、１回のサ

ービスで身体介護と生活援助を行う計画を立てることができ

ます。 

一方、居宅介護においては、身体介護と家事援助が混在す

るサービス形態が想定されていないため、身体介護と家事援

助を連続したサービスを計画する場合は、１サービスごとに

サービス提供日時、サービスの具体的内容、所要時間等を計

画する必要があります。 

・居宅介護計画において、具体的サービ

ス内容に他事業（指定訪問介護等、同行

援護、行動援護、移動支援）の支援内容

が混在しており、居宅介護として提供す

る内容かどうかが、利用者から見てわか

りにくい。 

・居宅介護と移動支援を連続して行う場合に、サービス日時、

サービスの具体的内容が明確に分けられていないケースや、

居宅介護の中で移動支援、同行援護を行える計画内容となっ

ているケースがあります。他サービスを居宅介護と連続して

サービス提供する際は、提供するサービスごとに居宅介護計

画書とは分けて個別支援計画を作成してください。 

・居宅外におけるサービスや単なる見守

りを居宅介護サービスとして計画して

いる。 

・左記のサービス内容を居宅介護計画のサービスの一つとし

て位置づけることはできません。 

指摘事例 改善方法 

・重度訪問介護計画において、移動介護

加算に係る内容を記載していない。 

 

・移動介護加算を算定する場合は、重度訪問介護計画におい

て、移動介護加算に係る内容（サービス提供日時、サービス

提供内容等）を別途記載してください。 

指摘事例 改善方法 

・同行援護計画書にサービスの具体的

内容が計画されていない。 

・同行援護計画書では、外出先だけではなく、移動に著しい困

難を有する利用者に対して、外出時に同行し、移動に必要な情

報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護

その他必要な援助等の具体的な内容を計画してください。 

指摘事例 改善方法 

・行動援護計画において、サービスの

提供日時を具体的に記載していない。 

・行動援護サービス費を算定する場合は、行動援護計画におい

て、具体的なサービス内容（日時、サービス内容）を位置づけ

てください。 



（８）管理者及びサービス提供責任者の責務  

 

 

 

（９）運営規程  

 

指摘事例 改善方法 

・運営規程が事業所の実態と合って

いない。 

(営業時間、利用者から受領する費

用の額、通常の実施地域等) 

・運営規程は、常に事業所の最新の実態と合致するよう、適宜変更

してください。変更した場合は、都への変更届出が必要です。 

また、重要事項説明書は、運営規程の概要を記載しているものな

ので、双方の記載内容に不一致がないようにしてください。 

・指定同行援護事業所の運営規程を

定めていない。 

・指定を受けている事業については運営規程を定める必要がありま

すので、利用者がいない事業についても定めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘事例 改善方法 

・管理者が従業者の資格確認を行っ

ていない、勤務状況を把握していな

い等、従業者及び業務の管理を一元

的に行っていない。 

 

・管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行わなければなりま

せん。管理者は、法令、運営基準等を遵守するよう、事業所の業務

管理（人事、経理、執務環境の整備、事業等）について、状況に応

じて、従業者に必要な指示や指揮命令を行ってください。    

実地検査時に、従業者、税理士にまかせているので把握していな

いと回答する管理者の方もおられますが、管理者の責務を果たせな

い場合は重大な基準違反になりますので、管理者は、責務を果たせ

るよう管理を行ってください。 

 

・サービス提供責任者が、サービス

提供責任者としての責務を果たして

いない。 

（サービス提供責任者が、個別支援

計画の作成をしていない、又は、サ

ービス内容の把握及び調整をしてい

ない等） 

 

・サービス提供責任者は、サービスの利用の申込みに係る調整、従

業者に対する技術指導等のサービスの内容の管理を行う責務があり

ます。 

・また、個別支援計画の作成は、サービス提供責任者の中心的業務

ですので、他の業務に優先して行うようにしてください。 

管理者は、サービス提供責任者の勤務体制に配慮するようにして

ください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設・事業所の虐待防止と対応について 

～「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」より～ 

 

１ 施設・事業所における虐待防止の責務（障害者虐待防止法第１５条） 

障害者福祉施設の設置者又は障害福祉サービス事業等を行う者は、職員の研修の実施、利用

者やその家族からの苦情解決のための体制整備、その他の障害者虐待の防止のための措置を講

じなくてはなりません。 

 

２ 通報義務 

障害者福祉施設従業者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速や

かに区市町村に通報する義務があります（障害者虐待防止法第１６条）。これは、発見者が同じ

施設・事業所の職員であっても同様であり、その場合、通報を受けた区市町村は、通報者の秘

密を守らなくてはならないとされています。 

 

３ 障害者虐待の未然の防止について 

施設・事業所での虐待を未然に防止するためには、そのための仕組みと体制の整備が必要で

す。人権意識や支援技術の向上という職員一人ひとりの努力とともに、組織として、安心、安

全な質の高い支援を提供する姿勢を示さなければなりません。  

 

４ 虐待を防止するための体制について 

（１）運営規程への定めと職員への周知 

  ア 運営規程に虐待防止のための措置に関する事項を定めておかねばならないこと。 

イ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行

うとともに、その従事者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならな

いこと。 

ウ 職員に対してだけではなく、利用者の家族、外部の見学者などに対しても、重要事項説

明書や事業所のパンフレットへの記載を通じて周知すること。 

（２）虐待防止の責任者を設置する等の体制整備 

   虐待の防止の責任者は通常、管理者が担うことになります。また、虐待防止のための委員

会を設置した場合、役割を果たすためには、定期的な委員会の開催が求められます。  

（３）倫理綱領・行動指針・掲示物等の周知徹底 

権利侵害を許さない事業所とするためには、職員一人ひとりが日頃の支援行為を振り返り、

職員相互にチェックし、小さな出来事から虐待の芽を摘むことが重要です。虐待を許さない

ための「倫理綱領」や「行動指針」などの制定、「虐待防止マニュアル」の作成、「権利侵害

防止の掲示物」の掲示等により職員に周知徹底を図る必要があります。 



（１０）勤務体制の確保等  

 

（勤務表について） 

指摘事例 改善方法 

・従業者の勤務（予定）表を作成していな

い。 

（利用者別の予定一覧表又は登録ヘルパ

ーのシフト表しかない、訪問介護用の勤務

表はあるが居宅介護用の勤務表を作成し

ていない等） 

・常勤の従業者の勤務時間及び勤務内容が

明確ではない。 

・従業者全員（管理者も含む。）の勤務予定表を作成してく

ださい。また、管理者、サービス提供責任者が法人代表・役

員でも、勤務時間（予定・実績）、勤務内容及び勤務場所等

を明確にする必要があります。 

 また、勤務表により、従業者の員数が２．５人以上を毎月

満たしているか確認してください。 

 

 （事業所の従業者によるサービスの提供について） 

指摘事例 改善方法 

・雇用契約書が作成されておらず、従業者

が事業所の管理者の指揮命令下にあるか

が明確ではない。 

・従業者が当該事業所の管理者の指揮命令下にあることがわ

かる書面（雇用契約書等）を作成してください。 

なお、従業者との雇用トラブルを避けるためにも、従事す

る業務を雇用契約書等に正確に記載してください。 

 

（研修について） 

指摘事例 改善方法 

・研修の機会を計画的に確保していない。 

 

・一部の従業者しか参加していない。 

・従業者の資質向上のため、研修（研修の実施回数は運営規

程で規定している回数以上）を年度当初に計画し、実施して

ください。 

なお、研修は、一部の従業者（例えば常勤従業者のみ等）

だけではなく、全ての従業者が参加できるよう、研修を数回

に分けて実施する等の工夫をしてください。 

・研修の内容が不十分である。 

・研修が外部研修のみとなっている。 

・研修の内容としては、介護技術のほか、サービス提供記録

の書き方、虐待防止、人権擁護、感染症予防対策、苦情・事

故（ヒヤリハット等含む。）対応等が挙げられます。      

外部研修だけに参加するのではなく、事業所独自の内部研

修も併せて行ってください。 

・研修実施に係る記録がない。 ・研修実施後は、次回以降の研修に生かせるよう、研修実施

に係る記録（議事録等）及び研修で使用した資料等を保存し

てください。(内部・外部を問いません。) 

 記録には、実施日付、場所、参加者、研修内容（講師、講

義内容）等の詳細を記載してください。 

 

 

 



（１１）衛生管理等  

 

（１２）掲示   

 

指摘事例 改善方法 

・利用申込者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項を掲示していない。 

・従業者しか見ることができない場所に掲

示してある。 

 

・外来者が見やすい場所に運営規程、重要事項説明書等を掲

示してください。 

なお、掲示が難しい場合は、閲覧用のファイルを用意し、

受付や相談スペース等、外来者が手に取りやすい場所にファ

イルを立てる等の対応をしてください。 

 

・掲示物が最新の情報ではない。 

 

・運営規程、重要事項説明書の内容を更新した場合は、常に

最新版を掲示するようにしてください。 

 

 

指摘事例 改善方法 

・従業者に、衛生管理に関する情報（感染

症予防を含む。）を周知していない。 

・従業者、利用者が感染症（ノロウィルス、インフルエン

ザ等）に感染した際の事業所の対応方法をあらかじめ決め

ておいてください。                  

また、従業者、利用者の感染予防やまん延防止の対策を

マニュアル化し、研修等により従業者に周知してください。  

厚生労働省や都、各区市町村では、社会福祉事業者向け

の感染予防等に関する注意喚起を随時行っております。   

定期的にホームページ等により情報を確認し、従業者に

周知してください。 

 

・従業者の健康状態について必要な管理を

していない。 

 

・従業者に対して、健康診断を実施してい

ない、又は健康診断の実施状況を把握して

いない。 

・労働安全衛生法の規定により、一定規模の事業所は、安

全衛生推進者や産業医の選任が必要です。 

 

・労働安全衛生法第６６条により、常時雇い入れる従業者

に対して健康診断を実施する必要があります。労働安全衛

生規則第４３条及び第４４条も参考にしてください。 

 

・手袋、マスク、消毒液等を事業所で用意

せず、従業者任せになっている。 

・従業者が感染症の感染源となる可能性があります。 

従業者や利用者任せではなく、事業所が積極的に従業者

に手袋、マスク、消毒液を配布し、サービス提供の際、使

用するよう徹底してください。 

 また、使用済みの手袋等については、適切な処分を行え

るよう事業者として取り組んでください。 

 



（１３）秘密保持等   

 

民間事業者が個人情報を取り扱う上でのルールとして、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」

が平成１７年４月から施行され、個人情報保護に対する取組みは普及してきています。 

指定障害福祉サービス事業者は、取り扱う個人情報の性質上、適正な取扱いが求められます。利用者の個人

情報紛失事故や、自分の情報を開示請求したいが対応してもらえないといった利用者とのトラブルから、苦情

となるケースも見受けられます。 

指定障害福祉事業者に関係するガイドラインは、次のとおり定められています。 

指定障害福祉事業所内においては、個人情報保護に関する指針（規定）を作成し、個人情報の管理責任者を

定め、従業者に利用者の個人情報の取扱いについて周知する等の積極的な対策を講じるようにしてください。 

 

◎個人情報の適正な取扱いのためのガイドライン 

【個人情報保護委員会】   

○ 個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（平成２８年１１月） 

【厚生労働省】 

○ 医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン 

（平成１６年１２月２４日） 

○ 雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針 

（平成１６年７月１日） 

【東京都】 

○ 事業者が保有する個人情報の適正な取扱いに関する指針（平成１７年３月２５日 生活文化局） 

 

指摘事例 改善方法 

・従業者が、正当な理由がなく、その業務上

知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす

ことがないよう、秘密保持について必要な措

置を講じていない。 

 

 

・就業規則、雇用契約書又は誓約書において、従業者の秘

密保持（退職後も含む。）について明記する等、雇用時等

に従業者にその旨を周知してください。 

また、事業所内で個人情報を取り扱う上でのルールを定

め、従業者に周知する等、個人情報を安全に管理する措置

を講じてください。 

 

・法人（事業者）の代表役員等を兼ねる従業

者の秘密保持について必要な措置を講じてい

ない。 

 

 

・利用者等の個人情報を保護するため、法人（事業者）の

代表及び役員であったとしても、障害福祉サービス事業の

従業者及び管理者として業務に従事する以上は、秘密保持

について必要な措置を講じてください。 

 

・個人情報の提供について、利用者から同意

を得る書面に記載してある内容に、障害福祉

サービス事業以外の内容を含めている。 

 

・利用者の誤解を招かないように、情報提供の同意を得る

内容は、利用者に提供する障害福祉サービス（居宅介護等）

の内容に修正してください。 

・他の事業者等に家族に関する情報を提供す

る場合に、家族から同意を得ていない。 

・家族の情報について他事業者と共有する場合は、あらか

じめ家族から同意を書面にて得るようにしてください。 



（１４）苦情解決等   

 

 

 

（１５）事故発生時の対応 

 

指摘事例 改善方法 

・事故発生時に、利用者の家族だけに連絡し

ている。 

・事故が発生した場合は、利用者の家族だけではなく、状

況に応じて、都や所在地の区市町村にも報告してくださ

い。 

 

・記録の記載内容が不十分である。 ・事故が発生した際は、事故の状況及び事故に際して採っ

た処置について記録しなければなりません。また、その後

の経過、再発防止のための取組み等も記載してください。 

 

・事故防止に向けた取組みが不十分である。 ・事故を防止するには、従業者は、事故を防ぐ意識をもっ

て、サービスの提供をすることが重要です。 

ヒヤリハット事例は、収集するだけではなく、要因を検

証し、それをもとに改善策を考え、改善に向けた取組みを

状況に応じて行うことが必要です。 

また、各従業者間や利用者及びその家族等で情報を共有

し、話し合いができるような環境整備を行うことが必要で

す。研修などを利用し、事故防止に対する取組みを周知す

るように努めてください。 

 

 

 

 

 

指摘事例 改善方法 

・苦情を受け付けた際、苦情内容のほか、必

要な記録を記載していない。 

・苦情を受け付けた際には、苦情の受付日、内容等を記録

してください。また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質

の向上に向けた取組を行ってください。 

 

・従業者に対して、苦情を受け付けた際の対

応方法を周知していない。 

・苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情を受け付けた

際の対応マニュアルを作成し、研修等を活用して従業者に

周知してください。 

 

・苦情解決に必要な措置の概要を掲示してい

ない。 

・苦情相談の窓口、苦情解決の体制及び手順等を掲示する

ように努めてください。 

 



（１６）会計の区分 

 

 

 

（１７）記録の整備 

 

 

 

 

 

 

指摘事例 改善方法 

・他事業の会計と区分していない。 

 

・指定訪問介護等事業や地域生活支援事業（移動支援事業）等の

他事業との会計を明確に区分してください。              

なお、事務的経費等の共通経費については、人員割合、面積割

合等の按分方法により適切に区分してください。 

 

指摘事例 改善方法 

・サービス提供に係る書類の保存期

間が、サービス提供終了後２年間と

なっている。 

・指定訪問介護等における書類の保存期間は２年間ですが、指定

障害福祉サービスにおいてはその完結の日から５年間です。 

・また、税務関係書類、人事関係書類については、他法（国税法、

労働基準法等）により保存期間が定められているケースもありま

すので別途確認ください。 

・紙と電子データが同じ内容である場合は、紙保存でなくてもか

まいませんが、電子データの保存しかしていない場合は、パソコ

ンの故障、ウィルス感染等により電子データが破損するケースも

あります。                          

必ず、定期的に電子データのバックアップをとる等の措置を取

ってください。 

 

・従業者、利用者に係る書類を整備

していない。 

 

・書類をファイルに綴じる等、記録を整備してください。 

常日頃から、事業所の整理整頓に努めるようしてください。 

 

・個人情報に係る書類を、鍵のかか

る場所で保管していない。 

・個人情報保護の観点から、従業者、利用者のファイルは、鍵の

かかる場所に保管してください。 

また、外来者から見やすい場所に、個人名を記載したファイル

を置かない等の配慮も必要です。 

 



５ 変更届出事項  

 

 

●法第４６条第１項  

 指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で

定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定障害福祉サービスの事業を再開したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

●法施行規則第３４条の２３（一部抜粋） 

  指定障害福祉サービス事業者は、次の各号に掲げる指定障害福祉サービス事業者が行う指定障害福祉サー

ビスの種類に応じ、当該各号に定める事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当該指定障

害福祉サービス事業者の事業所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

  一 居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護 

    第３４条の７第１項第１号、第２号、第４号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）、 

第５号から第７号まで、第１１号及び第１３号に掲げる事項 

 

●法施行規則第３４条の７（一部抜粋） 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

  四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 

  五 事業所の平面図 

  六 事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

  七 運営規程 

 十一 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に関する事項 

 十三 役員の氏名、生年月日及び住所 

 

 

指摘事例 改善方法 

・変更届出事項を届け出ていない。 ・変更届出事項が生じた場合は、法に基づき１０日以内に、その

旨を都に届け出てください。 

※指定訪問介護事業と居宅介護事業を一体的に運営している事

業所において、指定訪問介護事業に変更届出事項が生じている

場合は、居宅介護事業においても変更届出事項が生じている可

能性があります。 

 

・申請時、変更時に都に提出した届

出書類の写しを保管していない。 

・都に変更届出等を提出した際は、届出書一式を複写（紙）し、

手元に保管しておいてください。                

後日、変更届出を提出する際の参考になります。 

 

★東京都に提出する変更届出書及び廃止・休止・再開届出書の書式情報

等については、東京都のホームページ【東京都障害者サービス情報（書

式ライブラリー）】に掲載しておりますので、随時ご確認ください。 



６ 介護給付費の請求  

 

指定障害福祉サービス事業所が指定障害福祉サービス等に要した費用の額を算定するには、人員、運営基準

を満たしていることの他、厚生労働省大臣が定める基準を遵守することが必要です。 

報酬に係る基準、通知を事前に確認の上、条件を満たしている場合に算定するように努めてください。 

 

◎報酬告示（「厚生労働省が定める基準」） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５

２３号）  

 

◎留意事項通知（報酬の算定にあたっての留意事項についての通知） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成１８年１０月３１日障発第１０３１００１号） 

 

◎報酬告示、留意事項通知に関係する告示及び通知、Q&Ａ 

・指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める者（平成１８年９月２９日厚生労働省告示

第５３８号） 

・厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５３９号） 

・厚生労働大臣が定める離島その他の地域（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５４０号） 

・厚生労働大臣が定める基準（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５４３号）  

・厚生労働大臣が定める要件（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５４６号） 

・厚生労働大臣が定める者（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５４８号） 

・福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的な考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について（平成２４年３月３０日障障発０３３０第５号） 

・令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL．１ （令和３年３月３１日事務連絡） 

・障害福祉サービス等報酬に関するＱ＆Ａ（平成３１年３月２９日事務連絡） 

・2019年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ VOL．１ （令和元年５月１７日事務連絡） 

・平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL．１ （平成３０年３月３０日事務連絡） 

・平成２９年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成２９年３月３０日事務連絡） 

・平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（ＶＯＬ２）（平成２７年４月３０日事務連絡） 

・平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（ＶＯＬ１）（平成２７年３月３１日事務連絡） 

・平成２６年度障害福祉サービス等制度改正に関するＱ＆Ａ（平成２６年４月9日事務連絡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実地検査の結果、各サービス費（加算減算含む。）の算定要件を満たしていなかったため、介護給

付費の返還をしなければならない事業所が見られました。 

 上記に掲げる報酬告示等を再度確認の上、過去の請求分について自主的に点検をし、不適正な算定

がありましたら、遡及して適正に算定（自主返還）をしてください。 



（全事業共通） 

指摘事例 改善方法 

・連続で異なるサービス提供を行う

場合（居宅介護と行動援護、身体介

護と家事援助等）に、１回の記録に

サービス日時、サービスの具体的内

容を分けて記載しておらず、サービ

ス費の算定の根拠が不明確である。 

・異なるサービスを連続で行い、各サービス費を算定する場合は、

１サービスごとに提供したサービス日時、内容等を記録し、提供

したサービス時間に応じて算定してください。 

なお、個別支援計画で定めたサービス提供内容及び提供時間が

実際のサービス提供と合致しない場合には、速やかに個別支援計

画の見直し、変更を行ってください。 

 

・無資格従業者や減算対象従業者に

よるサービス提供を所定単位数で

算定している。 

・居宅介護（重度訪問介護、同行援護、行動援護）において、無

資格従業者によるサービス提供は認められていません。 

・従業者の資格要件ごとにサービス費の所定単位数を算定しなけ

ればなりません。 

 

・同時に２人の従業者が１人の利用

者に対してサービス提供を行い、２

人分の算定を行う場合において、個

別支援計画等で２人介助によるサ

ービス提供を行うことについて、利

用者から同意を得ていない。 

・２人の従業者によりサービス提供を行い、それぞれのサービス

費を算定できるのは、①身体的理由により１人の従業者による介

護が困難である場合（入浴介助等）、②暴力行為、著しい迷惑行為、

器物破損行為等が認められる場合、③その他、障害者等の状況等

から判断して①、②に準ずる行為（エレベータのない建物から利

用者を外出させる場合等）のいずれかに該当する場合であって、2

人介助によるサービス提供について、利用者から事前に個別支援

計画等で同意を得ている場合になります。              

また、サービス提供記録においても、２人介助で行ったサービ

スについて、サービス提供日、内容、その他必要な事項を記録し

なければなりません。 

 

・初回加算の算定要件を満たしてい

ないにもかかわらず、初回加算を算

定している。 

（例） 

・事前に初回加算について利用者に

説明していない。 

・個別支援計画を作成していない。 

・サービス提供記録にサービス提供

責任者が従業者に同行した旨を記

録していない等 

 

・初回加算は、新規に個別支援計画を作成した利用者に対して、

サービス提供責任者が初回若しくは初回のサービス提供を行った

日の属する月にサービス提供を行った場合、又は他の従業者が初

回若しくは初回のサービスを行った日の属する月にサービス提供

を行った際に同行した場合に、１月につき算定できます。 

なお、同行した場合は、サービス提供記録に同行訪問した旨を

記載しなければなりません。 

また、事前に、初回加算の算定要件及び趣旨について、重要事

項説明書等により利用者に説明し、同意を得ておく必要がありま

す。 

※ここでは紹介しませんが、緊急時対応加算の算定にも算定要件

がありますので、要件を告示等でご確認ください。 

 



・特定事業所加算の算定要件を満た

していないにもかかわらず、特定事

業所加算を算定している。 

・特定事業所加算を算定している事業所は、東京都障害者サービ

ス情報で公表しているチェックリストにより、定期的に自主点検

をしてください。該当しない要件が１つでもあれば、加算の算定

はできませんので、ただちに変更届出を提出してください。 

 

・喀痰吸引等支援体制加算の算定の

際、適合要件を満たしていない。（喀

痰吸引等業務計画書の未作成、喀痰

吸引等実施に対する利用者、家族へ

の説明及び同意を得ていない等） 

 

・喀痰吸引等を行えるのは、登録特定行為事業者の認定特定行為

従事者のみです。また、喀痰吸引等登録特定行為事業者の登録申

請時に提出する登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登

録適合要件チェックリストに掲げる要件を満たさなければなりま

せん。定期的にチェクリストで自己点検を行ってください。 

 

 （居宅介護） 

指摘事例 改善方法 

・単なる見守り（ＴＶゲーム等）や

居宅外で提供したサービスを居宅

介護サービス費で算定している。 

・居宅介護サービス費では、単なる見守りや居宅外で行われたサー

ビス提供分については算定できません。              

居宅内で行われたサービスが算定対象となります。 

 

・同居の家族が、利用者に係る家事

をできる状況であるにも係らず、家

事援助のサービスを受け、家事援助

中心型の単位を算定している。 

・利用者が一人暮らし又は家族等が障害、疾病等のため、利用者や

家族等が家事を行うことが困難な場合（同様のやむ得ない事情）に

家事援助中心型の単位数を算定できます。また、算定する場合は、

居宅介護計画に、算定する上記の該当理由を記載してください。 

 

・身体介護中心型と家事援助中心型

の単位を連続して算定する場合に

おいて、居宅介護計画における具体

的内容及びサービス提供記録が一

つになっている。 

※特に訪問介護事業所を併設している事業所は注意してください。 

・訪問介護においては、１回のサービスの中で身体介護と生活援助

が混在する場合は、身体介護中心型の単位数に生活援助中心型の単

位を加算した単位数を算定するため、サービス提供記録に身体介護

と生活援助が混在した記載でかまいません。 

一方、居宅介護においては、１回のサービスで身体介護と家事援

助が混在する単位が設定されていないため、身体介護と家事援助を

連続して行った場合でも、各サービス提供記録を分けて記載しなけ

ればなりません。 

 

・サービス提供中に、利用者と同居

している家族の部屋を掃除する等、

利用者以外の者に対するサービス

を行い、サービス費を算定してい

る。 

 

・居宅介護サービスの家事援助は、原則、支給決定を受けている利

用者本人に対するサービスであり、利用者の家族等、利用者以外の

者に対するサービスは認められていません。 

なお、例外的に、利用者が子どもの世話をできない場合は、家事

援助で一部の育児支援を認めている場合もありますので、支給決定

を行っている区市町村に必ず相談してください。 

 

 



 （重度訪問介護） 

指摘事例 改善方法 

・通勤、営業活動等の経済活動に係

る外出時の介護を行い、重度訪問介

護サービス費を算定している。 

 

・通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる

外出及び社会通念上適当でない外出における介護は、重度訪問介護

サービス費として算定することができません。 

 

・外出を行っていないにもかかわら

ず、移動介護加算を算定している。 

・移動介護加算は、算定根拠となる重度訪問介護計画に位置付けら

れた内容の外出時における移動中の介護を行う場合に、外出のため

の身だしなみ等の準備、移動中及び移動先における確認等の追加的

業務が加わることを踏まえ、一定の加算を行うことが認められてい

ます。 

そのため、外出していない場合は加算を算定することはできませ

ん。 

 

 

（同行援護） 

指摘事例 改善方法 

・居宅における身体介護を同行援護

サービス費として算定している。 

・同行援護とは、利用者の外出時において、従業者が利用者に同行

し、移動に必要な情報の提供、移動の援護、排せつ及び食事の介護

その他外出時に必要な援助をいいます。 

居宅内におけるサービスは同行援護サービス費として算定する

ことはできません。 

 

 

（行動援護） 

指摘事例 改善方法 

・行動援護サービス提供者が実務要

件を満たしていないにもかかわら

ず、所定単位数で算定している。 

・行動援護サービス費を所定単位数で算定するには、実務要件とし

て、知的障害者又は精神障害者の直接支援業務に２年以上の実務経

験が必要です。                         

事業者は、行動援護従事者の資格、実務経験を必ず確認の上、算

定してください。 

 

 


